





















































































































































































































































































































事業所数 従業者数 出荷額額規模別 40年47年40年47年40年47年
1～3人40．231．9 5．8 3．3 2．21．4
4～9人27．926．211．7 7．8 7．0 4．8
10～29人21．4 27．222．921．120．9 16．4
30～99人8．1 11．126．027．724．625．6
100～299人2．1 2．9 20．820．621．6 19．9
鋤人以上 0．3 0．7 12．919．523．831．9


















































































































昭和35年 40年 45年 47年
総　　　額 283億円 530億円 1662億円ao48億円
構　成　比 100．0％‘100．0％100．0％100．0％
化学・石油 1．4 0．9 0．4 0．4
重 鉄　　　鋼 3．6 3．2 3．5 2．4
? 化 金属・非鉄 6．2 8．3 10．5 12．0
学 機　　　械 3．5 2．0 4．2 2．4
工 電　　　気 2．3 3．2 19．8 19．6
荷 ? 輸送機械 0．5 0．6 0．4 0．7
精密機械 0．2 0．2 0．1 0．1
額 小　　　計 17．7 18．4 38．9 37．6
? 食　料　品 31．5 28．2 19．6 21．5
軽 繊維・衣服 10．9 12．0 10．7 10．9
木材・家具 17．5 18．5 12．4 12．7
工 パルプ・紙 17．7 17．5 11．8 10．9
出版・印刷 1．7 1．7 1．1 1．2
業 窯業・土石 2．0 2．3 3．8 3．3
そ　の　他 1．0 1．4 1．7 1．9



















































積（m2） 一件当 労働力 一件当り平均り平均
数 新　　設 増　設 面　積 （人） 労働力
211 988，64958，7674，964 10，39449．3
食料　品 16 96，8243，3886，263 520 32．5
繊　　　維 4 26，9984，6227，905 440110．0
衣　　　服 28 64，0547，127 2，5422，049 73．2
木　　　材 13 71，1645，1475，870 349 26．8
家　　　具 10 69，007 6，901 805 80．5
紙・パルプ 5 5，1603，3391，700 90 18．0
印　　　刷 1 1，486 1，486 9 9．0
化　　　学 3 21，0201，6257，548 60 20．0
石油・石炭 2 9，408 4，704 14 7．0
ゴ　　　　ム 1 2，980 2，980 40 40．0
皮　　　革
窯業・土石 20 102，7302，949 5，284293 14．7
鉄　　　鋼 2 3，173 1，587 9 4．5
非　　　鉄
金　　　属 29 122，79110，7914，6061；319 45．5
一 般機械 13 23，74415，3613，008 432 33．2
電気　〃 25 264，6404，48110，7653，199128．0
輸送　〃 2 24，288 12，144 160 80．0
精密　〃
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（資料）表一7に同じ
表一9　誘致企業の本社及び新企業所在地
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（資料）表一7に同じ
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1：場を分散配置することになる。
　さらに誘致企業の本社及び親会社の所在地か
ら進出企業の傾向を考察してみると，（表9）か
らもわかるように，大阪が75件で60％を占め
圧倒的に多く，業種別にみても衣服，電気をは
じめとして全業種にわたっている。また近畿全
体ては70％を上まわり，本地域と近畿地方との
関連の強さを物語っている。また東京が人阪に
相いで17件にのぼり，業種として家具、化学，
金属，その他等の比重が高くな・）ている点が注
目される。鳥取県は中国地方にありながら，隣
接する岡山や島根，広島県からの進出は極めて
少なく，大阪を中心とする既成大1業地帯との
関連を深めている、進出元が人阪，兵庫，京都
にかたよっているということは，　Il業構造の高
度化が関西資本によつて推進されることにな
り，立地ll場が投ド資本の川収の早い軽E業型
消費財生産に偏在しがちであり，また1二場の立
地においても，輸送コスト等の問題も勘案して，
人阪を中心とする既成集積地に近接する地域よ
り促巡iされたものと考えられる、
　また立地要因について若1二の考察を行ってみ
ると，進出企業の75％は「労働力が得やすい」
を指摘しており，次いで「用地が入手しやすい」
（24件），「親企業系列企業の進出にともなって
立地した」（17件）と続いている。地場資本の形
成が不充分なため，「自社1：業，関連．1二場が近い」
は4件にすぎない、食料品1：業に一原材料が得
やすい」「製品の需要地が近い」がみられるが，
市場指向を指摘したものは少なく人口減少地域
での都市型ll業の、Z地の困難さが理解される．
また特殊な例として「経営陣の出身地てある」
が7件を数え，地方でのll場立地における恐意
的要因として無視できないものがある。これら
の立地要因に付加して，地方公共団体の積極的
な誘致や低開発地域［業開発促進法，　1：業再配
置促進法等による金融・税制両面における優遇
措置があげられる。
［L業用」也と　L場）り：」也」
　昭和48年度1：場」8地調査によれは，本地域の
ll業適地として東部地区16団地381　ha，中部
地区8団地173ha，西部地区11団地323　haを
選定し、企業の誘致を計画している
　各地1メニの分布状況は、　第3図　からわかるよ
うに，鳥取市・倉、1「市・汁汀市・境港市ぺの｛llfi
在とド要国道沿及び1日陰本線，因美線なとの鉄
道駅裏の開発が日）1ノ：・）ている　地目／白にみると
人部分川・畑からの転用てあり，埋）刀也は境港
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外港の42haだけである。これらの点から，本
地点から，本地域の開発方針として，地方中核
都ll∫を中心とする機械，金属，電気，衣服等の
内陸型，都市型Il業団地の形成を志向している
ものと考えられる、
　ところで実際のll場の立地状況を検討してみ
ると，1：業団地や主要国道・地万道沿の適地の他
に公共建造物跡地利用の例を多くみる。鳥取大
学の移転跡地への三洋電機の）7二地や，過疎化及
び交通機関の発達による小中学校の統合，廃校
跡地への電気部品Il業（三洋電機のド請1：場）
や衣服ll業の追i出などがあげられる。因みに，
中規模以1：の跡地へのll場の1力也例をみても，
東部地区9，中部地区2，西部地区2にのほる
6　地区別工場分布
〔鳥取地区〕
　本地区の拠点都市鳥取ll∫には，地域における
中核都市的機能及び諸需要に指向する多種多様
な1：業の立地がみられるが（第4図），それらは
ll∫街地のlll陰本線以南の地区か，湖1日，占成，
久末等の1二業団地に立地している。既存1二業と
して，電気，衣服，家具等の都市型Il業の若F
の集積はみられるが，昭和35年以降の鳥取エフ
ワン（衣服），三洋電機の誘致による影響は大で
あり，周辺地域への関連ド請ll場の立地を促し
た。因みに本地域の1要1：業である電気機械器具
1：業と繊維・衣服1二業の立地傾向を若1二詳細に
考察するため，4こ国Il場通覧（1974　fl三版）によ
　〔規模別〕
既存1：場　　　　　〆
　　　　　ロ　パ　ヘパドロロ睡1三1瀞’
　　　し　ぺぷリへ誘致L場
⇔　　　’’’”畑ト4人，“人　　　3，，1川～二9w、　　　’）叱1－（柑へ　　　1　－4込λ人
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り，その工場の分布状況を表わしたのが〔第5図〕
である。本図より明らかなように，衣服1業も
電気r業もいずれも主要道路の結節点にその立
地が集中していることが理解される。これは，
原材料，半製品の搬人と製品の市場への搬出に
おける輸送費（トラック輸送）の節約は云うま
でもなく，むしろ労働力の確保のため，地域の
中心地として機能する主要国道・地方道の結節
点に立地したものと考えられる。また，前述の
如く，高い生産性でもって，周辺から多くの労
働力を集めることができないため，生産力の拡
大には分散立地の形態をとり，1三要道路から分
岐する地方道の一集落や、道路の行止まり地点
にも立地しているのが注目される。この傾向は，
従業者10人以上の規模の工場を抽出した電気
工業に強くみられ，その中には100人以1二の規
模の工場もある。一方衣服工業は主要道路沿い
の立地とともに，各地域の工業適地での立地が
多くみられ，従って分散立地の規模も電気より
は若干大きくなっている。いずれにしても，こ
れらの分工場は，鳥取市内の親工場との関連が
深く，親工場を通じて大阪を中心とする既成工
業集積地域と結合されている。
　上記以外の若干の集積として青谷・気高両町
の紙・パルプL業があげられるが，これらは，
伝統的地場産業（因州紙）に起因する紙関係の
第5図　繊維・衣服、電気機械器具1業の分布　〔鳥取地区〕
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1：場の立地てある．その他1：場団地を造成した
ウラト　ピ
浦富地区（岩美川∫），湖山地区への誘致企業び）14ノ：
地がみられる
：倉吉」也1・〈二：
　Il場は中心地倉占：市と人山麓の東伯町に集中
して）ゾ地Lている（第6図）倉吉市は｜1場数は
268てあるが，従業者30ノ＼以ドの零糸田規模層が
約90％を占め，50ノ．以1：の1：場は18にすきな
し・リ　特・に地場資1原型ll業の食料品・木材’に本細
規模層の集中がみられる　既存のL要1：場とし
ては，明治29午本地域の養蚕業を基盤に設1‘ノニさ
れたクンセや地場資本の興和紡績，戦時疎開ll
場に山来する神鋼機器L業や地場｛資本の日本圧
着端rがあげられる　昭和35午以降，衣服L業
を中心にかなりの企業進出かみられたか，当地
域のL業構造を変化させたのか，昭和44午の倉
∴㍉‘ノ：白電気（本客ll京都市）の、1ノニ地てあった　ド
請関連1：場3社とともに1～二地し，既存のIl場を
も系列化に加えて，今後ll業出荷額，付加価値
額の高さから，当地域の代表的ll場として発展
が期待されている　　’般的に地方都市への1二場
の進出は，低賃金の女r若年労働力のみを指向
し，規模は50～200ノ＼までの縫製業関係あるい
は・・一ソ組・7コ1業が多いか，これらは定着性に
乏Lく，景気の後退や相対的低賃金労働ノリの川
現とともに資本を川収する危険性がある1，この
ため，これらの産業は雇用労働力における搬行
性とともに地域間格差是ll．をめさす地域開発へ
の影響が期待された程人きくなく，地場産業の
育成をも困難にならしめる場合がある
　東伯川∫には人山麓の酪農に関連Lた乳製品，
地場農産物資源に指向した菓r類の食料品L業
が立地していたが，新たに誘致1コ易として，松
ド電器系列のr会社，婦ノ、靴ドL場が、‘ノ：地し，
第6図　1．要L場分布図　倉1｛o地1メ．
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年間85億円の出荷額をあげている。これらの工
場の立地は他地区と同様，学校統合による廃校
跡地（校舎ごと利用）や国道9号線沿線あるい
は山陰本線駅裏等が大部分を占め，－ll場立地が
1つの生産点としてしか作用せず，－1：場相互の
関連や地域への波及効果が少ない点が指摘され
る。
〔米f地区〕
　中海新産業都市区域を匹｛1心とする本地区に
は，米lr市街地，弓ケ浜中央部，境港地区に1：
場の集積がある（第7図）。境港地区は工場分布
図からもわかるように，輸入材に指向する木材
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（資料）鳥取県の．L業適土也（1973年）
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工業と，漁港としての機能に指向する缶詰・海
産物加工業の集積がみられる。木材関係は中海
　　　　トノ　エ　　ワタリに面した外江・渡地区に集団立地し，食料品関
係は漁港に隣接して立地している。近年新産都
市計画の一環として，港湾の拡充整備がなされ，
その背後に境港外港地区としての臨海埋立地が
造成された。現在水産物流通加工センターを中
心に4社が操業中であり，日本パルプ，大谷重
工が進出を決定している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　トミマス　弓ケ浜中央部には日本海側の夜見・富益団地
と中海側の和田浜団地がある。これらはいずれ
も弓ケ浜の比較的平担な砂土地帯の松林や畑地
を造成したもので，現在，既存工場としては，
米子市街地区内の中小鉄工所の集団移転による
米子鉄工センターと川崎製鉄系列の星光産業が
立地している。鉄工センターは，市街地立地に
おける公害等の問題の解決をはかるため，県・
市の指導の下，政府の合理化資金の融資を受け
て，富益地区の一区画に集団立地したものであ
る。これは産業の高度化による中小企業の階層
分化を防止し，地場産業の育成をもねらつた中
小企業擁i護施策の一環であり，生産設備の近代
化，合理化，省力化をも志向している。誘致工
場としては，機械，電気，金属関係が立地し，
新産業都市地域の中核地として，都市型工業の
立地を進めているが，企業規模が小さく，地域
への波及効果もあまり大きくなく，このことが
鳥取市を中心とする東部地区に出荷額におい
て，遅れをとる原因になっていると考えられる。
　米子市街地区においては，従来から地場資源
を指向するパルプ，紙工業及び食料品工業を中
心に発展し，特に日本パルプは代表的工場とし
て，その製造品出荷額に大きな地位を占め（42％
昭和44年），パルプ工業の好不況が本地域の工
業全体に及ぼす影響は極めて大であるという破
行的工業構造であった。しかし，最近の工場誘
致によりその占める割合は34．5％（昭和47年）
に低下した。また近年工業基盤の整備として，
中海に面する内浜地区に工業団地を造成し，金
属，食料品，家具等の企業の市街地からの集団
第23号　昭和49年
移転を行う一方，道路等の交通基盤の整備によ
り，新産業都市区域の中核都市としてその都市
的機能の充実へと転換をはかっている。
7　結　　　　論
　以上，鳥取県という工業低開発地域を対象地
域として，その工業構造，工業開発の現状を分
折・検討することにより，工業開発を中心とす
る地域開発政策の諸矛盾の地域への展開を考察
してきた。最後に本地域における工業開発の問
題点を明らかにすることにより結論としたい。
①立地業種の偏在。本地域への誘致企業が女子
（特に若年）労働力指向型工業に偏在している
ので，その結果，男子労働力の県外流出を生じ
ており，機械，金属，鉄鋼といつた男子労働力
指向型企業の誘致が期待される。またUターン
現象で帰郷しようとする熟練労働者を吸収する
業種や高賃金の職場の不足が，再び既成工業地
帯へ追いやる結果となる。また進出企業が低賃
金若年労働力に指向した中小企業が多い点も，
問題があり，現在のような交通機関の発達した
開放経済下においては，若年労働者たちは既成
工業地帯の高賃金の大企業へと流出し，中高等
学校卒業者のうち47％も県外へ就職する。その
反面，進出予定企業の中には，若年労働力の確
保難から進出を断念するものもある。大企業の
誘致により県外就職者の減少をみたのは，鳥取
市における三洋電機の立地がこれに適合する。
②個別企業と地域開発政策。個別企業の指導理
念は利潤の追求，利潤の極大化にあることは既
述の如くであり，その結果，内部経済を指向し
て，生産規模の拡大化（大規模の利益）をはか
ろうとする。また外部経済の内部化を指向して，
生産コストの低下を志向し，利潤の極大化を可
能にする状況に工場立地を決定しようとするも
のである。このような立地性向をもつ個別企業
と地域の均衡発展・地域間格差の是正を志向す
る地域開発政策とは相矛盾し，既にのべてきた
ような破行的工業構造を促進することになる。
それに外部経済を生み出すための産業基盤整備
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や，当然企業が負担すべき社会的費用の地域住
民への肩替りは，経済主義優先から地域住民の
福祉優先への価値観の転換を余儀なくされてい
る今日において，真剣に問われなければならな
い問題である。
③中小零細規模層が多いことは既にみてきた
が，東京，大阪等の巨大都市型中小零細規模層
に比べて，著しく付加価値が低い点が指摘され
る。大企業と同一一生産系列の規模の小さな工場
から脱皮して，ユニークな，労働生産性の高い，
また付加価値額の高い業種の誘致あるいは地場
産業の育成が望まれる。
④工場立地と公害。地域開発の高度成長期の歪
みとして環境問題，ことに公害問題への対処が
住民の側の切実な要求として現われてきた。本
地域においても既成工業集積地ほどではない
が，米子のパルプ廃液・悪臭，境港の食料品工
業の汚水・悪臭，鳥取市のメッキ廃液・重金属
等の諸問題が顕在化している。現在では自治体
も地域住民のコンセンサスを得なければ開発を
促進しなくなりつつあり，従来のような工業後
進地域への公害企業の立地は，今後益々困難に
なりつつある。
〔付記〕
　末筆ながら本稿作製にあたり，お世話になっ
た鳥取県商工労働部商工振興課，鳥取市商工部
　　　　　　　　　　　　　　り商工課，米子市経済部の方々に感謝の意を表す
る次第である。
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